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は じ め に

近年、うつ病等の気分障害、不安障害、統合失調症、認知症、発達障害など、精神疾患で医療

機関に受診する患者数は大幅に増加しており、平成 14年には 204万人であったが、平成 17年に

は 302万人となり、平成 23年には 320万人となった。内訳としては、多いものから、うつ病、

統合失調症、不安障害、認知症などとなっており、近年においては、うつ病や認知症などの著し

い増加がみられる。

精神疾患は、疾患による負担が大きく、生活の質の低下をもたらす。さらに、うつ病、統合失

調症、依存症等の精神疾患は、自殺の背景にもなっている1）。しかし、我が国の精神保健医療福

祉は、今日まで、長期入院を中心に進められてきており、救急・急性期・在宅などを含む医療体

制や、地域における生活を支えるための支援体制の整備が十分なされてこなかった1）。さらに、

国民における精神疾患に関する理解が進んでいない状況からスティグマ（偏見）が生まれやす

く、精神障がい者が地域で生活することをよりいっそう困難にしている1）。以上のような背景か

ら精神疾患を理由に入院している患者の数は増えており、入院が長期間に渡っている人々もいる

が、その中には、住まいの場や地域での支援体制等が整えば退院できる方々もおり、地域の体制

整備が課題となっている1）。

まずは、精神障がい者を取り巻く現状と政策について概観し、障害者自立支援法が制定された

2005年以降に発表された研究論文をもとに、精神障がい者が地域で生活していくための支援活

動に関する課題と展望について述べる。

Ⅰ 精神障がい者を取り巻く現状と政策

ここでは、1．精神病床数および入院患者の変化、2．精神病床の平均在院日数の推移につい

て、3．精神障がい者に関する政策、4．現代社会が目指すもの（ソーシャルインクルージョン）

という、今日の精神障がい者を取り巻く現状と政策について述べる。
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1．精神病床数および入院患者の変化

精神病床数は、図 1のように、近年は約 35万床前後で推移しており、やや減少傾向にはある

ものの、著明な変化はみられていない。また、図 2のように、精神病床の入院患者数は徐々に減

少しており、平成 23年には約 30万人となっている。

2．精神病床の平均在院日数の推移について

精神病床の平均在院日数は、図 3にあるように短縮傾向にあり、平成元年には約 500日だった

が、平成 23年までの間に約 200日短縮して、300日をきった。

図 1 精神病床数の変化
厚生労働省 メンタルヘルス 精神疾患のデータより作成
（http : //www.mhlw.go.jp/kokoro/speciality/data.html）
（注）平成 23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている

図 2 精神病床の入院者数変化
厚生労働省 メンタルヘルス 精神疾患のデータより作成
（http : //www.mhlw.go.jp/kokoro/speciality/data.html）
（注）○精神科病院とは、ここでは精神病床のみを有する病院を意味する。

○一般病院とは、ここでは精神病床のほか、一般病床や療養病床を有する病院を意味する。
○平成 23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。
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3．精神障がい者にまつわる政策

平成 16年 9月に厚生労働省精神保健福祉対策本部が提示した「精神保健医療福祉の改革ビジ

ョン」では、「国民意識の変革」、「精神医療体系の再編」、「地域生活支援体系の再編」、「精神保

健医療福祉施策の基盤強化」という 4つの柱が掲げられ、「入院医療中心から地域生活中心へ」

という方策を推し進めていくことが示された。

その取り組みとして、平成 17年、障害者自立支援法が施行された。それは、三障害（身体障

害・知的障害・精神障害）の制度の一元化、利用者本位のサービス体系への再編、就労支援の強

化、支給決定への客観的基準の導入、国の費用負担の義務的経費化などを行うことにより、障が

い者の地域における自立した生活を支援することを目的としており、サービスが大きく変更にな

った。そして、障害者自立支援法施行後、精神障がい者の障がい福祉サービス利用数は増加して

いる。また、都道府県及び市町村は、障がい福祉計画を策定し、「受け入れ条件が整えば退院可

能な精神障害者」の減少数やそれに伴って必要となる障がい福祉サービスの見込み量等について

も、目標値を設定することとなっている。平成 20年度からは、精神障がい者の地域移行に必要

な体制の総合調整役を担う地域体制整備コーディネーターと、退院・地域生活への移行に関する

個別支援を担う地域移行推進員の配置を柱とした、「精神障害者地域移行支援特別対策事業」を

実施している。

事業の概要としては、受け入れ条件が整えば、退院可能な精神障がい者の退院支援ならびに地

域生活支援を行う地域移行推進員を配置するとともに、地域生活に必要な体制整備を促進する地

域体制整備コーディネーターを配置することにより、精神障がい者の地域生活への移行を着実に

遂行するという内容のものである。そして、入院する精神障がい者の地域移行を進めるに当たっ

ては、地域での福祉サービスの拡充等の支援に加え、入院する病院において、早期の退院に向け

た取組みや、退院後の地域生活を支える医療的支援の取組みが行われることが不可欠であり、平

図 3 精神病床の平均在院日数の推移
厚生労働省 メンタルヘルス 精神疾患のデータより作成
（http : //www.mhlw.go.jp/kokoro/speciality/data.html）
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成 20年の診療報酬改定では、病院による取組みを促進する観点から、様々な項目にわたって充

実を図っている。

今後、改革ビジョンの成果の検証を行うとともに、入院患者の地域生活への移行の支援のため

の方策、病床機能をはじめとする精神医療の機能分化の一層の推進のための方策などを検討する

ため、平成 20年 4月より「今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会」が開催されて

いる2）。同年 11月には、障害者自立支援法の見直しに向けて「中間まとめ」が取りまとめられ、

精神障害者の方の地域生活への移行及び地域生活の支援という観点から、相談支援体制の更なる

強化、住まいの場の充実などの方向性が示された2）。

そして、精神医療に関する議論を中心に、この検討会の議論を踏まえて、改革ビジョンの後期

5年間（平成 21年から平成 26年）の重点施策群が取りまとめられる予定となっており、厚生労

働省は、これらを踏まえて、引き続き、ノーマライゼーションの理念に基づき、精神障害者の地

域生活への移行及び地域生活の支援施策の一層の推進に全力を挙げていく方針である2）。また、

地域生活への移行を促進するためには、地域における精神障害に対する理解を更に高めていくこ

とが重要であることを踏まえ、地域住民と精神障害者の交流事業をはじめ、精神障害に関する普

及啓発の取組を推進していきたいと考えている2）。

4．現代社会が目指すもの（ソーシャル・インクルージョン）

現代は、急激な経済社会の変化に伴って、社会不安やストレス、ひきこもりや虐待など社会関

係上の障害、あるいは虚無感などが増大している。また、貧困や低所得などをめぐる問題が、リ

ストラによる失業、倒産、多重債務などとかかわりながら出現している。そして、いくつかの問

題を抱えた人々が社会から孤立し、自殺や孤独死に至るケースもある。また、低所得の単身世

帯、ひとり親世帯、障がい者世帯、若年層が孤立することもある。これらは社会的孤立や排除の

なかで問題の把握を一層困難にしているため、これらの問題を明確にするための取り組みが必要

である。そこで、平成 12年、厚生労働省から「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉の

あり方に関する検討会」報告書が出された。新たな福祉課題への対応の理念として、今日的な

「つながり」の再構築として、すべての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化

的な生活の実現につなげることができるよう、社会の構成員として包み支えあうための社会福祉

を模索する必要がある3）。すべての人々の中には当然、精神障がい者も含まれており、社会の一

員として、地域社会で生活できるような支援が必要である。

Ⅱ 精神障がい者が地域で生活していくための支援活動における課題と展望

精神障がい者が地域で生活していくためにはリカバリーが重要である。そのリカバリーとは、

精神障害をもつ人々が、症状や障害が続いたとしても人生の新しい意味や目的を創り出し、希望

をもって人生を生きていくプロセスのことである4）。それは、精神障がい者が地域で生活してい
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くための重要な概念である。そのために必要な支援活動としては、精神障がい者の居場所の確

保、当事者とともにその人を取り巻く家族に対する支援、地域住民の理解とネットワークづく

り、精神障がい者のサポート体制、看護職役割、精神障がい者の就労支援があり、その課題と展

望についてもあわせて述べる。

1．精神障がい者の居場所

精神障害者が地域で暮らし続けていくためには、「居場所」があること、その人にとっての居

場所の選択が最も重要である5）。そして、精神障がい者が認識する居場所は、自宅、職場、社会

復帰施設、病院、地域活動の場であり、これらの居場所は自分のペースを保てるところであり、

他者から尊重され自分を発揮できるところであるという6）。このことから「場」そのものも重要

である。しかし、自分らしく貢献できているという思いや社会的役割を果たしているという思い

などが心の拠り所となっている6）ことからも、その「場」にいる時の精神障がい者自身の気持ち

の有り様が重要である。

また、地域で生活する統合失調症患者の生活満足度については、住環境、睡眠や休養が十分と

れていること、社会資源利用、自分で物事を判断することへの満足度が高いが、仕事場やデイケ

アの雰囲気・内容・量、一定の課題をやり遂げたり、覚えたりする能力に対する満足度が低

い7）。このことから、個人の日常生活には満足していても人間関係や作業や仕事がストレスにな

っている可能性も高い。しかし、地域で生活している統合失調症者は、主体的にサポートを活用

し、自然な対人関係を築こうとしながら、QOL（Quolity of life の略）を維持・向上させている

こと、病者である前に地域社会の一員として QOL を維持・向上を求めていること、居場所が

QOL を支えている8）という報告もある。そのため、支援としては、自然な付き合いのできる環

境作り、地域社会の一員として存在しようとしている気持を支えること、安心できる居場所探し

を支援することが重要である8）。

2．精神障がい者を取り巻く人々への支援

精神障がい者を支える家族介護者の思いを支えることも重要である。長期入院を経験した統合

失調症患者の家族介護者が抱える苦悩について、「親亡き後の子どもの将来」と「介護者として

の自分自身の苦悩」があり、子どもの将来を案じるがゆえに自らの苦悩が連鎖的に生じてい

る9）。このことから、家族介護者に対する直接的な介護負担の軽減ということよりも、精神障害

者自身が自立して地域で生活できるように、人的、物的、経済的な体制を整えることが、ひいて

は家族介護者の負担の軽減につながる9）。

精神障がい者には、精神科デイケアの通所者における社会生活に必要な支援ニーズとして、

『介護の役割遂行ができる』ための支援があげられていた10）。また、疾患を持ちながら地域で生

活する対象が QOL を維持して生活するためには、家族以外の重要他者が心の支えになってい

る11）場合もあるため、それを考慮した看護介入が必要である。
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3．地域住民の理解とネットワークづくり

精神障がい者については、国民の精神障がいに関連した理解が薄く、スティグマが根強くある

ため、地域で生活することを困難にしてきた。事実、地域住民が精神疾患や精神障がいを持つ

人々に対しての誤解やネガティブなイメージを持っている傾向にあるという12）。しかし、地域で

生活しながら病の体験を語っている精神障害者当事者グループは、その研究会に参加することに

より自分と積極的なかかわりを持てるようになっており、その参加メンバーも増加している13）。

また、当事者が一般の人へ闘病体験を話す活動を通じて、地域社会・当事者両者の精神疾患に関

するスティグマが解消されているという研究結果もある14）。今後、当事者が自らの体験を積極的

に語ることも含めて、精神障害についての知識を深めるための地域住民のニーズに合うような教

育の機会や、精神障害をもつ人々との交流の機会の提供、広い意味での住民の交流・連帯への介

入によってスティグマにどのような影響があるかを明らかにすることが、精神障害をもつ人々の

ソーシャル・インクルージョンを促進していくうえで重要である15）。

さらに、住民同士の交流やネットワークづくりが重要である。近年、ソーシャルキャピタルの

重要性が言われているが、これは、調整された諸活動を活発にすることによって社会の効率性を

改善できる、信頼、規範、ネットワークといった社会組織の特徴と定義されている16）。ソーシャ

ルキャピタルが豊かな地域では、障害をもつ人々や高齢者をケアする体制ができやすく、生活の

安心感を得られやすいという17）。つまり、住民の精神障がいや精神障がい者に対する理解を深め

ることだけにとどまらず、住民同士の交流やネットワークづくりを活発にする必要がある。

4．精神障がい者のサポート体制

地域においては、地域住民をはじめ、さまざまな職種がそれぞれの役割を果たしながら連携し

て、精神障がい者に関わることが重要である。

入院から退院後まで関わる精神保健福祉相談員は、本人の状況を多角的に捉えながら、退院意

欲を引き出し、本人の生活をマネジメントすると同時に家族へのサポートを行っており、その場

合、本人のペースにあった退院支援を入院前から退院後まで、関係職種との細やかな連絡や情報

共有を大事にしながら行うことが必要であることを認識している18）。

また、地域において、地域活動支援センターは、精神障がいの再発予防を目的とし、問題があ

った場合には早期介入により、精神障がい者の地域生活を支えるという役割を担い、さらに、精

神障がい者の活動の場の提供について高い役割意識があった19）。

そして、訪問看護ステーションにおいても、精神障がいの再発予防にかかわりながら、早期介

入により地域生活を支える役割があり、具体的な支援としては、生活支援、家族支援、地域住民

に対する啓発活動、効果的に早期介入するための他職種間の連携をとっていた19）。しかし、地域

活動支援センター、訪問看護ステーションにおいても人員不足の現状が報告されており6）、人材

確保については早急の対応が望まれる。
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5．看護職としての役割

精神障がい者は、社会の偏見や家族関係、疾病受容ができない等の原因により自尊心が低下す

る可能性が高い状況にある。そこで、地域で生活する精神障がい者に対して「自尊心回復グルー

プ認知行動看護療法プログラム」を実施することにより、自分と向き合う苦しみを体験しながら

も、グループ活動の有用性にささえられながら、自分の関する理解の促進を得て、こだわりや緊

張や症状を手放すとともに、肯定的な認識を取り入れる体験をしている20）。このことから積極的

なプログラムの実施が重要であると考えられる。

精神科救急入院病棟を退院した患者が地域生活を継続できる要因は、医療者への信頼、病状や

日常生活の安定、適切な家族関係、居場所の確保、社会復帰への強い思いであった21）。

また、精神障がい者が地域で安定した生活を送るための課題として、1．精神症状と身体合併

症のコントロール、2．日常生活の質を向上させるための活動、3．人的支援、4．経済的基盤と

生活の場などが重要である22）ことなどから、いずれも精神症状や身体的合併症などのコントロー

ルに課題が残る。

疾病や障がいをもちながらも地域で日常生活をおくることができるように援助することが、看

護師の役割である。そのためには、疾病や障がいに関するその人固有の症状や変化の観察とアセ

スメントが重要である。そして、看護師の役割は病院にとどまらず、広く地域全体に必要とされ

ている。つまり、今後の精神保健福祉体制として地域活動支援センターや就労移行支援、就労継

続支援施設における看護職の配置、精神科外来での看護サービスの強化、福祉施設に出向いての

アウトリーチ型の看護サービス、精神保健福祉の研修を受けた保健師の増員、精神看護専門看護

師の地域での活躍が重要である23）。

6．精神障がい者の就労支援

平成 20年の報告によると、全国の 15歳以上 64歳以下の精神障がい者は、約 35万人と推計さ

れるが、このうち、就業していない者が約 80％を占め、年齢階級別に就業の状況をみると、就

業している者の割合は、15～24歳層で 25％以上と高く、その一方で、25～54歳層においては概

ね 2割程度で推移している24）。精神障がい者の就業状況を就業形態別にみると、常用雇用されて

就業している者が約 33％、常用雇用以外の形態で就業している者が 60％となっている24）。就業

していない者について、就業を希望する者の割合が約 62％で、就業形態は、常用雇用が約 40

％、次いで臨時・アルバイトが約 30％となっている24）。また、雇用を希望する不就業者につい

て、求職活動の有無別にみると、活動している者が約 50％、活動していない者が約 49％となっ

ている24）。

平成 17年に障害者自立支援法が成立し、平成 18年、精神障がい者も法定雇用率に算入される

ことになったが、精神障がい者に対する就労支援は進まない現状にある。多くの精神障がい者は

働きたいという希望とその力を持っている。しかし、地域社会の精神障がい者に対する理解不足

や適切な支援がなされていないこと、関係機関や企業等のネットワークと連携が不足しているこ
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とが、精神障がい者の就労を困難にしていると考えられる。このような状況の中で、精神障がい

者の就労支援を進めるためには、関係機関や企業とのネットワークを確立し、連携を図る必要が

ある。

また、就労したいと希望する精神障がい者が就労を目指すための支援が重要である。具体的に

は、生活習慣の確立、就労支援プログラムの実施、就労中の支援等である。精神障がい者は、退

所後の生活について現実認識と自己実現に結びつける段階で戸惑いが生じることが多いため、当

事者たちが現実認識し、自己決定したことを自己実現に結びつけていくことができるような援助

も必要である25）。また、人的な交流や刺激を大切にする、仕事以外の時間を持つ楽しみを継続で

きるように励ます、仕事を通してできたことを認め、「成功感」を共有することが大切である26）。

そして、きめ細やかな就労支援を行うためには、それぞれの精神障がい者の状況を把握し、個

別性を十分に理解した上で支援する人材の育成も必要である。また、医療・保健・福祉・就労が

一体となったチームアプローチにより、精神障がい者個別に対応して職業生活を支援することが

重要である。このような支援により精神障がい者が自ら仕事の選択ができることがのぞましい。

さらに、社会に対して積極的に情報を発信し、国民の精神障がい者への理解を深めていくことが

必要不可欠である。

お わ り に

すべての人々が健康で文化的な生活の実現につなげることができるように、社会の構成員とし

て包み支えあうための社会福祉の仕組みづくりが重要であり、精神障がい者においても安心して

地域で生活することが最も重要なことである。そのためには、今よりもきめ細やかな地域生活の

継続した支援が求められる。当事者へのアプローチ、地域社会の精神障がい者に対する理解、他

職種間での連携、緊急時の体制・対応など、課題も多い。地域で、精神障がい者をふくめ、すべ

ての人々が安心して充実した生活を送ることができるように、今後もそのための実践・教育・研

究を継続していきたいと考える。

付記：「精神障害者」と表記している文献についてはそのまま引用した。この論文の筆者は、「精神障がい
者」と表記している。
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